
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２１０２

基盤研究(A)（一般）

2015～2012

地理情報科学と都市工学の空間情報解析融合技術の戦略的活用

Application strategies of advanced spatial analysis techniques in the fields of 
geographic information science and urban engineering

００２８２３２７研究者番号：

鈴木　勉（Suzuki, Tsutomu）

筑波大学・システム情報系・教授

研究期間：

２４２４１０５３

平成 年 月 日現在２８   ５ １９

円    34,600,000

研究成果の概要（和文）：人間の住まう空間に係る基礎科学としての地理学・地理情報科学において開発・応用されて
きた空間解析手法と，人間居住空間創造を目的とした都市工学において開発・応用されてきた空間解析手法を融合した
新たな空間解析手法・技術を政策立案に戦略的に活用・展開していくことを目的とした．空間解析手法は多種多様なも
のが考えられるが，本研究課題では，(1)空間統計解析手法の高度化と戦略的応用，(2)配置最適化・ネットワーク解析
手法の高度化と戦略的応用，(3)空間シミュレーション技術の高度化と戦略的応用の３つの分野に大別される手法群に
着目して，地理情報科学と都市工学の各専門分野における空間解析手法の高度化を追求した．

研究成果の概要（英文）：This study aims to develop new spatial analysis techniques by combining spatial 
analysis methods which have been advanced and utilized in geography and geographical information science, 
and techniques of urban engineering which have been developed and used so as to create human settlements, 
and strategically utilize developed techniques for the decision-making process.
The research unit is organized with faculties of engineering and geography of the University of Tsukuba 
as main members in cooperation with young and spirited faculties from other universities and builds up a 
common platform by sharing ArcGIS site license. This study focuses on following methods and seeks to 
enhance spatial analysis techniques which can be utilized in both geographical information science and 
urban engineering: Advancement and strategic application of spatial statistical analysis method, of 
location optimization and network analysis, and of spatial simulation technique.

研究分野：都市解析

キーワード： 地理情報科学　都市工学　空間統計解析　最適配置　シミュレーション
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１．研究開始当初の背景 
我々が生活を営む空間の実態を明らかに
し，その有り様を追求する学問としての地理
学と都市工学は，それぞれ固有の源流を元に
しながら独自の発展を遂げてきた．地理学に
おける地理情報科学の発展は，情報化技術の
大きな進展とともにめざましい展開を見せ
ており，空間解析の理論と技術の蓄積も進め
られてきた．一方，都市工学における空間解
析技術の応用展開も大きく進歩を見せてお
り，都市空間データ整備の充実を背景に実学
として多くの試みがなされてきた．しかし，
相互の交流は必ずしも活発とはいえず，独自
の方法論とツール開発を行ってきている面
が強く，相乗効果を期待できる部分があるに
もかかわらず，そうした取り組みは不十分で
あった． 
そこで，基盤研究(A)「地理情報科学と都
市工学を融合した空間解析手法の新展開」
（平成 21～24 年度，研究代表者：鈴木勉）
の研究課題を通して，筑波大学の地理系と工
学系のスタッフが中心となって，関係大学か
らも新進気鋭の研究者にも協力を求めなが
ら，広範な分野の教員が連携して，分野融合
型の新たな空間解析手法の開発に取り組ん
できた．基盤研究(A)「地理情報科学の教授
法の開発」（平成 17～20 年度，研究代表者：
村山祐司筑波大学教授）で整備した地理情報
システム ArcGIS サイトライセンスを共通の
プラットフォームとした研究共通基盤を共
有し，研究者間の交流，情報交換と共有の場
の提供，地理情報科学に関する研究教育の推
進，情報発信等を行うことを目的とした GIS
研究教育コンソーシアムの活動や，地理情報
ポータルサイト Geography Network を通して，
地理学と都市工学における地理情報処理技
術の相互共有による相乗効果を伴った研
究・教育の水準向上を実現しつつある． 
 
２．研究の目的 
本研究課題は，こうした学術的蓄積を活用
して，地理情報科学と都市工学の空間情報解
析融合技術を戦略的に活用していくことを
目指して，応用志向型の，科学的知見の政策
立案への戦略的活用を意図した空間解析手
法の高度化の追求を目的とする． 
 
３．研究の方法 
本研究は，地理情報科学と都市工学の各専
門分野における空間解析手法の高度化を追
求し，分野間相互の適用可能性を探りながら
空間解析手法を戦略的に活用することを目
的とする．本研究課題では， 
(1) 空間統計解析手法の高度化と戦略的応
用 
(2) 配置最適化・ネットワーク解析手法の高
度化と戦略的応用 
(3) 空間シミュレーション技術の高度化と
戦略的応用 
の３つの分野に大別される手法群に着目し

て，地理情報科学と都市工学の各専門分野に
おける空間解析手法の高度化を追求する．そ
して，分野間相互の適用可能性を探りながら
空間解析手法の戦略的活用を進めた． 
 
４．研究成果 
(1)空間統計解析手法の高度化と戦略的応用 
エジプトナイルデルタの農地における防
風林による蒸発抑制効果については，まず，
エジプトナイルデルタにおいて防風林の樹
液流速や辺材面積の実地観測を行うことで
単木の実蒸散量の算出を行い，木の持つ主な
特性や微気象データとの相関を調べた．これ
により単木蒸散量は飽差や下向き短波放射
と非常に高い相関があることが明らかとな
ったため，Penman-Monteith 式による蒸散量
の算出を試みた．また，植栽密度の異なる防
風林ごとの防風特性を明らかにしている複
数の先行研究を参考に，防風林による風速抑
制及び蒸発抑制量を概算し，その効果を推定
した．その結果，防風林自体の蒸散量が圃場
の蒸発散のうちわずか0.28 %であったのに対
し，蒸発抑制量は 20.39 ～23.77%と多く，防
風林による農地の蒸発抑制効果の存在を示
唆した． 
広域の都市圏を対象とした地価/賃料分布
図作成のための方法論の開発については，茨
城県の年齢（5 歳階級）別人口構成比データ
を対象として，組成データ（CoDa）のための
分析手法を援用した地区の類型化を行った．
具体的には，CoDa の性質をもつ標本間の非類
似度を Aitchison 距離を用いて算出し，階層
的クラスタ分析を行い，その結果を視覚化し
た．さらに，年齢別階級の類型も行い，階級
間の非類似度を CoDa のための変動係数で与
え，同様に階層的クラスタ分析を行った．，
類型化の結果は概ね直観と整合する結果を
得ており，特に幼年・青を同一クラスタとす
る分析結果は，統計調査とも整合する結果で
あった． 
空間上の点データの集積を検出する方法
については，時間・空間に関して点データを
適切な単位で集計し，より少ない計算量で集
積の検定を行う方法について検討を行った．
ネットワーク上における集積領域検出に関
しては，ネットワーク上における形状指標を
提案し，これを用いて検出される集積領域の
形状複雑度を制限する手法を提案し，任意の
形状複雑度設定に応じた点事象集積領域の
検出が可能となることを，道路などのリンク
単位に集計されたデータを用いて，集積領域
となるネットワークをリンクの集合として
検出することで示した． 
(2)配置最適化・ネットワーク解析手法の高
度化と戦略的応用 
物流ネットワークデータを用いた食品流
通の結節地域の把握と，食品流通における物
流拠点の最適配置のモデル分析については，
東日本大震災における水産業復興のための
段階的な整備の指針となるべく，三陸沿岸を



対象とした広域的な視点からの加工・流通施
設の最適な配置とそのプロセスについて検
討を行った．まず，加工・流通施設の被災前
の立地状況と津波による被災状況について，
地理情報システムを用いて把握した．そして，
施設配置問題を用いて，水産加工・流通施設
の最適な配置場所とその施設がカバーする
圏域を導出し，効率性及び公平性の観点から
比較を行った．また，同時最適化と逐次最適
化のモデル分析を行うことで，段階的な配置
プロセスについて検討を行った．更に，優先
的に配置するシナリオを想定することで，よ
り現実的な水産加工・流通業の復興プロセス
について検討を行った．結果として，水産加
工・流通業に必要不可欠である冷蔵倉庫の被
災状況について，地理情報システムを用いて
津波浸水域内に大多数が立地していること
を確認した．最適配置の結果については，p-
メディアン問題では需要の多い都市に立地
する集中した配置パターンが得られた一方，
p-センター問題では等間隔に分散した配置
パターンが得られた．逐次最適化モデルと同
時最適化モデルの比較では，p-メディアン問
題では目的関数値の違いが小さい一方，p-セ
ンター問題では大きな違いが見られた．また，
全国的拠点漁港へ優先的に配置するシナリ
オに従って逐次的に配置を行う場合，p-メデ
ィアン問題では施設数を 10 個配置する場合
には同時最適化と同様の結果となる一方，p-
センター問題では逐次最適化よりも目的関
数値が更に悪化した．更に，今回の最適配置
と被災以前の水産加工・流通施設の立地との
比較について，総水揚量及び水産加工場数，
冷蔵倉庫容積との比較を行うと，p-メディア
ン問題において各データの順位が高い都市
に配置されている傾向が見られるものの，そ
れらの順位と逐次最適化の配置順序とは大
きく異なること，つまり，効率性を重視する
p-メディアン問題では，逐次最適化が有効で
あり，優先的に配置する候補点をあらかじめ
指定しても問題がないことを明らかにした．
一方，公平性を重視する p-センター問題では，
予め施設数を設定した上で同時最適化を行
った方がよいことがわかった． 
k 番目に近い施設までの距離を用いて施設
の立地を分析するためのモデル構築につい
ては，施設閉鎖などによって利用者が k番目
に近い施設を利用することになる状況を想
定し，施設までの距離の平均値や標準偏差な
どを用いて立地を評価した．また，最も近い
施設と2番目に近い施設までの距離の和と差
の分布を解析的に導出した． 
非高齢者と高齢者における各々の施設ま
での接近性の計測と，高齢者社会における望
ましい施設配置や交通システムの改善のた
めの政策検討については，首都圏を対象に世
帯の家族構成と住宅類型による地域の類型
化を行い，高齢者のいる世帯の居住形態及び
地域別特徴を明らかにした．また，公共交通
の利便性や生活サービス施設の充足度を視

覚化し，地域類型との関連性についての分析
も行った．その結果，対象地域を 4 つの地域
に分類し，東京都区部を中心とした 40km 以
内の地域と郊外地域で，公共交通の利便性と
施設の充足度の差異を把握した．さらに，世
帯の家族構成と住宅類型による主成分分析
を行い，その主成分得点を用いて地域分類し
た結果，地域を４つに分類することができ，
高齢者のいる世帯（高齢者同居世帯，単身と
夫婦のみの高齢世帯）の居住形態及び地域別
特徴を明らかにするとともに，東京都区部を
中心とした 40km 以内の地域と郊外地域で，
公共交通の利便性と施設の充足度の差異を
把握することができた． 
(3)空間シミュレーション技術の高度化と戦
略的応用 
拡張現実を応用した実空間モデリングシ
ステムの開発と，具体的なケーススタディ地
区を設定した実空間モデリングシステムを
用いた景観シミュレーションについては，筑
波研究学園都市を対象に，1970 年代に建設さ
れた公務員宿舎等に関する形態文法の解明
を通じて，その空間構成を明らかにするとと
もに，同地区の今後の再開発に向けた景観検
討の枠組みの提供を行った．導出された形態
文法に基づき，ArcGIS および CityEngine を
用いて，筑波研究学園都市の景観シミュレー
ションシステムの構築した．対象地区のベー
スマップとしては，国土地理院の基盤地図情
報 2500 と数値地図 2500（空間データ基盤）
を利用した．つくば市の基盤地図情報 2500
には，2011 年 12 月 21 日時点での建物のポリ
ゴンデータが含まれている．それらの概形は
かなり細かくトレースされているものの，そ
のままでは必ずしも適切な形状という訳で
はないため，適宜修正するとともに，三次元
形状の自動生成に必要な住棟タイプを属性
データとして追加した．道路データとしては，
茨城県全域の数値地図 2500（空間データ基
盤）から切り出して使用した．道路データの
属性としては，車道と歩道の幅員を追加した．
これらは ArcGIS 上のデータベースとして，
解像度 25cm の航空写真レイヤや，その他の
用途地域レイヤ，廃止計画区域レイヤなどと
ともに，統合されている．一方で，導出され
た公務員宿舎の形態文法に基づく空間構成
ルールは，CityEngine の CGA 言語を利用して
記述した．最後に，文節化されたポリゴン（タ
イル）をそれぞれのテクスチャに置き換える
ルールを追加することで，より現実に近い景
観に仕上げた．また，各住棟の階数，階高な
どは全てパラメータとして変更することが
可能であり，自動的にモデルが生成されてい
るため，簡便な景観シミュレーションが実現
することができた． 
空間情報を活用した新しい計画情報生成
方法と最適化シミュレーションによる空間
的意志決定については，2011 年 3月に発災し
た東日本大震災で東北地方沿岸部において
自動車利用過多による幹線道路での渋滞や



道路空間内における人車の混在が避難遅延
要因となったことが明らかにされているこ
とに鑑み，東京区部を対象に市街地に構成さ
れている建物特徴によって市街地分類を実
施し，道路パターン毎に交通ミクロシミュレ
ータを用いて，避難時における道路網の歩車
混在による避難処理能力を定量的に評価し
た．その結果，歩車混在道路延密度の高い道
路網においては，徒歩避難率が低い場合にお
いても歩車の道路内混在および錯綜が発生
し，自動車の平均速度低下および遅延時間が
増加することが明らかとなった．また，道路
延長密度が低くても経路が少ない場合にお
いては，道路あたりの流入量が増加し，歩車
の遅延が発生すること，さらに，歩車分離お
よび混在道路が接続する交差点密度が高い
と，歩車の錯綜機会が増加することによる避
難遅延が発生することも明らかとなり，棟数
密度や建蔽率といった建築物の観点から見
た市街地特性が同じであっても，構成される
道路網形態が異なる場合，避難発生量や自動
車利用率が同等であっても避難処理能力が
異なることが確認された． 
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関する研究，都市計画論文集，査読有，
47, 2012, pp.307-312. 

 

⑬ 岩間信之・佐々木緑・田中耕市・駒木伸
比古・浅川達人，東日本大震災被災地に
おける食料品小売業の復興プロセスと仮
設住宅居住者の生活環境問題，E-journal 
GEO, 査読有, 7, 2012, pp.178-196. 
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〔学会発表〕（計１９２件） 
① Suzuki, T., Optimal Median Locations 
of Multiple Unreliable Facilities, The 
53rd European Regional Science 



Association Annual Conference, August 
26-29, 2013, Palermo, Italy. 
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〔図書〕（計１９件） 
① El-Kilani R. M. M., Sugita M., Springer, 
Irrigation methods and water 
requirements in the Nile Delta, in 
Satoh and Samir Eds., Irrigated 
Agriculture in Egypt-Past, Present and 
Future, 2016. (in press) 
 
② 駒木伸比古，2014 年度東京大学空間情報
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図に関する地理学的研究，2015, 24. 
 
③ Murayama, Y. ed., Springer Science 
+Business Media B.V., Progress in 
Geospatial Analysis, 2012, 291. 
 
ほか 
 
〔その他〕 
科学研究費「地理情報科学と都市工学の空間
情報解析融合技術の戦略的活用」ホームペー
ジ 
http://gis.sk.tsukuba.ac.jp/ 
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http://gis.sk.tsukuba.ac.jp/SIS-RU/inde
x.html 
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